
     山陽小野田市長　　藤田　剛二

令和７年８月２２日掲載（１／２）

項　　　目

施工年度 令和７年度

工 事 名 市民体育館整備事業（機械設備工事）

工事場所 山陽小野田市　中川五丁目6833番1　地内

工　　期 契約日～令和９年３月１９日

工　　種 管工事

担当課

予定価格

（入札書比較価格）

参加資格

イ　別紙予備指名業者一覧表に記載されている業者であること。

エ　出資比率が２社の場合は３０％以上、３社の場合は２０％以上であること。

２．共同企業体の代表者は次に掲げる要件に該当する者であること。

ウ　当該工事に対応する許可業種に係る特定建設業の許可を受けていること。

エ　出資比率は、構成員中最大であること。

公募型指名競争入札参加者の公募のお知らせ

内　　　　　　容

工事概要

構　　　　造：鉄筋コンクリート造・２階建て、敷地面積：14,691m2、延床面積：5,237m2

機械工事内容：仮設工事、空調機新設工事、換気設備改修工事、衛生器具設備工事
　　　　　　　トイレ・シャワー給排水改修工事、給湯工事、撤去・処分工事、ガス工事

建設部　建築住宅課

落札決定後に、山陽小野田市電子入札情報公開システム及び市役所公共工事入札結果閲覧場所で
公表

　入札に参加できる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する共同企業体（２社又は３社
で構成するものに限る。）とする。ただし、構成員の組合せは自主結成とする｡なお、本工
事において、同時に他の共同企業体の構成員になることは出来ない｡

１．共同企業体の構成員のいずれもが次に掲げる要件のいずれにもに該当するものであるこ
と。

ア　山口県内に本社又は契約締結権のある支店等を有している者。

ウ　山陽小野田市建設工事等入札参加資格者に係る指名停止等措置要領に基づく指名停止中でな
　　いこと。

ア　市内業者だけの組合せによる共同企業体の場合はＡ等級の業者を代表者とすること。
　　市外業者と市内業者の組合せによる共同企業体の場合は市外業者を代表者とすること。
　　※市外業者だけの組合せは認めない。

イ　平成２７年４月１日から公募の前日までの間に元請負人又は共同企業体の構成員（出資
　　比率が２０％以上であるものに限る。）として、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨
　　鉄筋コンクリート造の建築物に係る管工事（公共工事に限る。注１）を施工した実績を有
　　していること。ただし、建築一式工事注２における施工実績は含まない。

オ　監理技術者を当該工事現場に専任で配置できること。

注１　公共工事は、国、地方公共団体、公立大学法人発注の工事とする。

注２　本市発注の「建築主体・機械設備工事」は実績に含めない。

３．共同企業体の代表者以外の者は次に掲げる要件に該当する者であること。

ア　当該工事に対応する許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工
    事現場に専任で配置できること。



令和７年８月２２日掲載（２／２）

提出書類

①指名競争入札参加申請書

②共同企業体協定書　注２

③委任状　注２

④使用印鑑届　注２

⑤同種工事の施工実績（様式第２号）

提出期限

提出方法 提出先 山陽小野田市役所監理室

指名・非指名通知 受付締切後、約２週間以内に発送（電子入札システム）

設計図書の配布場所 山陽小野田市電子入札情報公開システム　及び　山陽小野田市ホームページ

設計図書の配布期間

入札日時　 指名通知書に記載 入札場所 山陽小野田市電子入札システム

特記事項

本工事は山陽小野田市特定建設工事共同企業体取扱要領に規定してある次の書類を提出するこ
と。

※虚偽記載は、
指名停止処分
（１～６ヶ月）
の対象となりま

す。 ⑥配置予定技術者調書（様式第３号）　注１

⑦監理技術者が登録講習を受講した者であることを証する書類

注１　　入札参加申請時に配置の技術者が特定できない場合には，複数の技術者を記載
      することができる。（３人を限度とする。）なお、技術者の変更は開札日の翌日から起
      算して２日目の正午までとする。

注２　②③④は押印、袋とじして持参すること。

令和７年８月２２日（金）AM9:00から令和７年９月５日（金）12:00まで（閉庁時は除く）

電子入札システム　または　持参

令和７年９月１６日（火）　8:30～　

調査基準価格（判断基準額の設定有り）を設定しています。
特例監理技術者の配置が認められない工事です。
電子入札で実施します。
入札参加者が１者でも入札は執行します。

その他
この公募についての詳細は、山陽小野田市役所監理室（ＴＥＬ０８３６－８２－１１８０）へお
問い合わせください。


